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反映の
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概算要求への
反映状況

予算等の措置の名称
（項）（目）（目細）

概算要求額
（単位：千円）
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予算の名称

（項）（目）（目細）
予算額

（単位：千円）
その他関連事項
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項
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要望事項
（事項名）

求める措置の具体的内容 具体的事業の実施内容・提案理由 根拠法令等 都道府県 提案主体名
その他

(特記事項)
制度の所管・

関係省庁

・社会資本整備総
合交付金交付要綱

・都市公園法
・高齢者、障害者
等の移動等の円滑
化の促進に関する
法律

・社会資本整備総合交付金によ
り、都市公園における公園施設、
駅、官公庁施設、病院等を結ぶ道
路、市街地等のバリアフリー化に
ついて、総合的な支援措置を講じ
ているところ。

Ｄ
・平成23年度概算要求において、社会資
本整備総合交付金について要求している
ところ。

社会資本整備総合交付金
（項）社会資本総合整備
事業費

社会資本整備総合
交付金
2,200,000,000千
円の内数

－
社会資本整備総合交付金
（項）社会資本総合整備事業費
　（目）社会資本整備総合交付金

社会資本整備総合交付
金
1,753,870百万円の内数

－

　運動等による健康の維持・増進は、最終的には医療費の減額につなが
ることになる。このため、中心市街地への機能集積を図り、歩いて暮らせ
るコンパクトなまちづくりを進めていく必要があり、以下の支援策が求めら
れる。
一つは、既存市街地の抜本的なバリアフリー化を図るための財政的措
置、
二つは、「まちなか居住」の推進として、町屋の再活用（休憩空間）、市街
地住宅としての新しい町屋提案（パティオ型のコーポラティブ住宅等）、中
低層の高齢者住宅、福祉施設等の一体整備等、また環境配慮型のまち
づくり等）
三つは、総合的な景観形成（街並みづくり、小路再生、景観デザイン等）
等に対する総合的支援措置。

・社会資本整備総
合交付金交付要綱
・都市再生特別措
置法等

社会資本整備総合交付金により、
市街地のバリアフリー化や、まち
なか居住の推進としての町屋の再
活用、市街地住宅としての新しい
町屋提案、中低層の高齢者住宅、
福祉施設等の一体整備等、総合的
な景観形成等を図るためのまちづ
くりに必要な幅広い公共公益施設
等の整備等について、総合的な支
援措置を講じているところ。

Ｄ
・平成23年度概算要求において、社会資
本整備総合交付金について要求している
ところ。

（項）社会資本総合整備
事業費
（目）市街地整備総合交
付金
（目）地域住宅支援総合
交付金

社会資本整備総合
交付金
2,200,000,000千
円の内数

－
社会資本整備総合交付金
（項）社会資本総合整備事業費
　（目）社会資本整備総合交付金

社会資本整備総合交付
金 1,753,870百万円の
内数

－

　運動等による健康の維持・増進は、最終的には医療費の減額につなが
ることになる。このため、中心市街地への機能集積を図り、歩いて暮らせ
るコンパクトなまちづくりを進めていく必要があり、以下の支援策が求めら
れる。
一つは、既存市街地の抜本的なバリアフリー化を図るための財政的措
置、
二つは、「まちなか居住」の推進として、町屋の再活用（休憩空間）、市街
地住宅としての新しい町屋提案（パティオ型のコーポラティブ住宅等）、中
低層の高齢者住宅、福祉施設等の一体整備等、また環境配慮型のまち
づくり等）
三つは、総合的な景観形成（街並みづくり、小路再生、景観デザイン等）
等に対する総合的支援措置。

・都市再生特別措
置法等
・先導的都市環境
形成促進事業制度
要綱
・先導的都市環境
形成促進事業費補
助金交付要綱

環境配慮型のまちづくりについて
は、地区・街区レベルにおける先
導的な都市環境対策を強力に推進
するため平成20年度に「計画策
定、コーディネート、社会実験・
実証実験等」を対象とした先導的
都市環境形成促進事業費補助を創
設し、また、都市環境対策をより
効率的・効果的に推進する都市環
境技術の開発を促進するため、平
成21年度に都市環境形成促進調査
を創設したところ。

Ｄ

先導的都市環境形成促進事業費補助につ
いては、包括的な環境対策をさらに強化
するため、先導性の高い取組に重点化し
て支援するとともに、補助対象の事業主
体に協議会を追加する。
　また、都市環境形成促進調査について
は、まちづくりにおいて低炭素化を実現
する仕組みを早期に構築するため、新た
に、「①エネルギーの面的利用、②環境
対応車の活用、③下水熱利用によるまち
づくり」の分野を拡充し、官民連携のも
と国が調査及び社会実験、実証実験を行
う。

(項)地球温暖化防止対策
費
（大事項）地球温暖化防
止等の環境の保全に必要
な経費
（中事項）都市・地域整
備局地球環境問題等総合
調査等経費
(小事項)先導的都市環境
形成促進事業

580,000千円 －

(項)地球温暖化防止等対策費
（大事項）地球温暖化防止等の環境
の保全に必要な経費
（中事項）都市・地域整備局地球環
境問題等総合調査等経費
(小事項)先導的都市環境形成促進事
業

494,148千円 －

　運動等による健康の維持・増進は、最終的には医療費の減額につ
ながることになる。このため、中心市街地への機能集積を図り、歩
いて暮らせるコンパクトなまちづくりを進めていく必要があり、以
下の支援策が求められる。
一つは、既存市街地の抜本的なバリアフリー化を図るための財政的
措置、
二つは、「まちなか居住」の推進として、町屋の再活用（休憩空
間）、市街地住宅としての新しい町屋提案（パティオ型のコーポラ
ティブ住宅等）、中低層の高齢者住宅、福祉施設等の一体整備等、
また環境配慮型のまちづくり等）
三つは、総合的な景観形成（街並みづくり、小路再生、景観デザイ
ン等）等に対する総合的支援措置。

・高齢者等居住安
定化推進事業交付
要綱

高齢者居住安定化推進事業によ
り、「中低層の高齢者住宅、福祉
施設等の一体整備」について、支
援措置を講じているところ。

Ｄ

平成22年度の高齢者等居住安定化推進事
業では、以下の事業において、その整備
費の一部について国の補助を受けること
ができる。
・生活支援サービス付き高齢者専用賃貸
住宅の整備
・高齢者向け優良賃貸住宅と高齢者生活
支援施設の一体的な整備

（項）住宅対策事業費
（目）住宅市街地総合整
備促進事業費補助
（目細）市街地住宅関連
事業推進補助

35,000千円の内数
－

（項）住宅対策事業費
（目）住宅市街地総合整備促進事業
費補助
（目細）市街地住宅関連事業推進補
助

32,500千円の内数

平成23年度予算案にお
いては、高齢者住まい
法の改正により新たに
創設される「サービス
付き高齢者向け住宅」
の整備費に対して補助
を行うこととしてい
る。なお、同住宅につ
いては、税制の特例に
よる供給促進を併せて
行う。

　運動等による健康の維持・増進は、最終的には医療費の減額につなが
ることになる。このため、中心市街地への機能集積を図り、歩いて暮らせ
るコンパクトなまちづくりを進めていく必要があり、以下の支援策が求めら
れる。
一つは、既存市街地の抜本的なバリアフリー化を図るための財政的措
置、
二つは、「まちなか居住」の推進として、町屋の再活用（休憩空間）、市街
地住宅としての新しい町屋提案（パティオ型のコーポラティブ住宅等）、中
低層の高齢者住宅、福祉施設等の一体整備等、また環境配慮型のまち
づくり等）
三つは、総合的な景観形成（街並みづくり、小路再生、景観デザイン等）
等に対する総合的支援措置。

・社会資本整備総
合交付金交付要綱

社会資本整備総合交付金により、
「街並みづくり、小路再生、景観
デザイン」等の総合的な景観形成
に関する事業について、支援措置
を講じているところ。

Ｄ
・平成23年度概算要求において、社会資
本整備総合交付金について要求している
ところ。

（項）社会資本総合整備
事業費
（目）市街地整備総合交
付金

社会資本整備総合
交付金
2,200,000,000千
円の内数

－
社会資本整備総合交付金
（項）社会資本総合整備事業費
　（目）社会資本整備総合交付金

社会資本整備総合交付
金 1,753,870百万円の
内数

－

　運動等による健康の維持・増進は、最終的には医療費の減額につなが
ることになる。このため、中心市街地への機能集積を図り、歩いて暮らせ
るコンパクトなまちづくりを進めていく必要があり、以下の支援策が求めら
れる。
一つは、既存市街地の抜本的なバリアフリー化を図るための財政的措
置、
二つは、「まちなか居住」の推進として、町屋の再活用（休憩空間）、市街
地住宅としての新しい町屋提案（パティオ型のコーポラティブ住宅等）、中
低層の高齢者住宅、福祉施設等の一体整備等、また環境配慮型のまち
づくり等）
三つは、総合的な景観形成（街並みづくり、小路再生、景観デザイン等）
等に対する総合的支援措置。

厚生労働省
国土交通省

健康増進法に基づく健康増進計画に位置付け、
都市計画（地区計画及び開発行為の許可等）と
のセットで、市街地の根本的なバリアフリー化を
図る場合の地区計画上の公共施設（道路・公園
等）整備に対する支援、まちなか居住（町屋再
生・パティオ型コーポラティブ住宅等）及び景観
形成等のための整備費・ソフト事業等の総合的

な支援。

都市計画法、健康増進
法

福島県、茨城
県、新潟県、岐

阜県

Smart Wellness City実証研究特区
（中心市街地のまちなか居住環境

の推進）

1
0
5
1
0
3
0

1210010 国土交通省

Smart Wellness City実証
研究特区

（中心市街地のまちなか居
住環境の推進）

伊達市、見附
市、新潟市、三
条市、岐阜市、

筑波大学
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